






















　2015（平成 27）年 10 月，「非正規職シングル女性の社会的支援に向けたニーズ調査」が WEB
アンケートという方法で実施された（１）。実施の背景には，近年の女性の非正規雇用率が上昇し続け
ている問題がある。2003（平成 15）年に女性の非正規雇用率は 50.6％となり，以降も上昇を続け
て 2016（平成 28）年 3 月時点で 56.4％となっている（２）。女性の雇用労働者の過半数が非正規雇用と
いうことである。加えて，シングルすなわち未婚の女性も増加している。35 歳から 39 歳の女性の
未婚率は，1980（昭和 55）年で 5.5％であったのが，2000（平成 12）年は 13.9％，2010（平成 22）
年には 23.1％と 30 年の間に約 4 倍になっており，実に 35 歳から 39 歳の 4 人に 1 人は未婚であ
る（３）。こうした中，未婚の非正規雇用も増加しているであろうことは想像に難くない。
　従来，女性の非正規雇用といえば，主婦のパート就労が一般的であった。しかし，独立行政法人
労働政策研究・研修機構によると，2014（平成 26）年の 35 歳から 44 歳までのシングルの女性非
正規労働者は 78 万人（離死別を含む）で，未婚女性に限った場合は 52 万人。2002（平成 14）年
の 16 万人と比べて 3 倍以上になっているという（４）。
（１）　公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会，一般財団法人大阪市男女共同参画のまち創生協会とで実施。調査
結果については，本誌，植野ルナ論文に詳しい。
（２）　総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」より。2016 年 1 月から 3 月の平均の数値である。
（３）　男女共同参画統計研究会編『男女共同参画統計データブック2015』ぎょうせい，平成 27 年 5 月，28-29 頁より。
（４）　公益財団法人横浜市男女共同参画推進協会，一般財団法人大阪市男女共同参画のまち創生協会，野依智子『非


















から，年収 150 万円未満が 28.4％，150 万円以上 250 万円未満が 39.8％で，約 7 割の女性が年収
250 万円未満で働いていることがわかった。厚生労働省の『平成 25 年国民生活基礎調査の概要』
によると，2012（平成 24）年の貧困ラインは年収 122 万円である。また，いわゆるワーキングプ
アは年収 200 万円未満といわれており，非正規シングル女性のおよそ 3 割が貧困ラインで，およそ
















































（７）　孫田良平編著『年功賃金の歩みと未来―賃金体系 100 年史』産業労働調査所，1970 年，247-272 頁より。
（８）　著者は黒川小六である。黒川は協調会の職員で，1923 年 3 月（第 31 号）から 1924 年 1 月（第 42 号）まで編
集兼発行印刷人であった（梅田俊英・高橋彦博・横関至『協調会の研究』柏書房，2004 年，172 頁より）。
（９）　黒川小六「仏国に於ける労働者家族手当」『社会政策時報』第 15 号，79 頁より。































（１１）　吉田薿「欧州諸国に於ける家族賃銀制度」『社会政策時報』第 34 号，1923 年，99 頁より。吉田薿は，協調会
職員である。1927 年時点は参事，調査課所属であった（梅田俊英・高橋彦博・横関至『協調会の研究』柏書房，
2004 年，299 頁より）。
（１２）　前掲，吉田薿「欧州諸国に於ける家族賃銀制度」『社会政策時報』第 34 号，1923 年，99 頁より。なお，ここ
での児童とは 14 歳以下である。
（１３）　花舫生「賃金の道徳的考察」『社会政策時報』第 13 号，1921 年，165 頁より。































（１５）　花舫生「賃金の道徳的考察」『社会政策時報』第 13 号，1921 年，184 頁より。
（１６）　孫田良平編著『年功賃金の歩みと未来―賃金体系 100 年史』産業労働調査所，1970 年，248 頁より。
（１７）　孫田良平編著『年功賃金の歩みと未来―賃金体系 100 年史』産業労働調査所，1970 年，248 頁より。
（１８）　孫田良平編著『年功賃金の歩みと未来―賃金体系 100 年史』産業労働調査所，1970 年，249 頁より。































（２０）　孫田良平編著『年功賃金の歩みと未来―賃金体系 100 年史』産業労働調査所，1970 年，255 頁より。
（２１）　佐倉重夫「家族賃銀の意義」『社会政策時報』第 50 号，1924 年，28-46 頁。
（２２）　佐倉重夫「家族賃銀の意義」『社会政策時報』第 50 号，1924 年，28 頁より。































（２４）　佐倉重夫「家族賃銀の意義」『社会政策時報』第 50 号，1924 年，29 頁より。
（２５）　佐倉重夫「家族賃銀の意義」『社会政策時報』第 50 号，1924 年，32 頁より。
































（２７）　佐倉重夫「家族賃銀の意義」『社会政策時報』第 50 号，1924 年，40 頁より。
（２８）　拙著『近代筑豊炭鉱における女性労働と家族―「家族賃金」観念と「家庭イデオロギー」の形成過程』明

























































夫婦一日平均所得（円 . 銭） 女の所得を男に換算したる場合の所得（円 . 銭） 出役率（％）
男 女 計 男 女 計 男 女
第一坑 2.30 2.06 4.36 2.30 1.72 4.02 73.0 61.0
第二坑 2.44 1.96 4.40 2.44 1.63 4.07 72.0 60.0
第三坑 2.55 2.05 4.60 2.55 1.69 4.24 69.0 57.0
伊田斜坑 2.44 1.94 4.38 2.44 1.53 3.97 72.0 57.0
　〈出典〉『田川鉱業所沿革史』第七巻，第四編労務，三井文庫所管より引用。
　　　＊「夫婦一日平均所得」の「計」は筆者の計算・加筆である。
　表を見ると，第一坑の場合，夫婦一日の平均所得は先山賃金 2 円 30 銭，後山賃金 2 円 6 銭で合
計 4 円 36 銭である。ところが，女性の後山を廃止して男性後山にした場合，後山賃金は 1 円 72 銭





性後山とした場合の賃金は，2 円 6 銭より低下して 1 円 72 銭なのである。これはつまり，女性の
後山夫廃止にともなって，後山夫の賃金が低下したということになる。このように三井田川の第一






　採炭夫家族は，4 円以上で生活しているため，先山である夫一人の労働になっても 4 円は確保し
たいところだが，女性の後山夫を廃止することによって男性の先山夫一人の賃金は 3 円 50 銭に設
定された。それは，解雇された女性鉱夫が，坑外労働（選炭夫）もしくは内職をすることを前提と
して鉱夫家族の賃金を設定しているためである。妻の内職や坑外労働としての賃金を前提にして，



































指摘しておきたいのは，家族を持たない年齢層である 17 歳から 25 歳までのものが過多の給与を得
ることは，活動写真館や酒色に徒費することにもなり当人のためにならないとしている点である。
つまり，家族を持たない若年層の給与を抑えることを暗に示しているといえよう。














　以上，1920 年代を中心に「家族賃金」に関しての動向をみてきたが，次の 2 点を歴史的意義と
して指摘しておく。
　第一に，呉海軍工廠の「職工給与標準制定の要」で提示された職工の年齢に応じた家族構成との
関連の給与標準は，その後の年功賃金につながるものであるという点である。第二に，筑豊炭鉱に
おいて提示された「家族賃金」は，女性労働の低賃金化と家計補助的労働という位置づけとセット
で設定されたという点である。以上は，非正規シングル女性の貧困の主要な要因でもある。
 （のより・ともこ　福岡女子大学国際文理学部教授）　
